
部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 県単水防事業費 県単水防事業費 1,022 722
水防計画の作成
水防資材の補給
水害統計調査の実施

防災・減災対策を進
める体制づくり

県土整備部 建築基準法施行費 被災建築物震後対策事業費 1,342 1,342
○建築物応急対策１応急危険度判定士養成事務２応急危険度判
定士の認定・登録事務３応急危険度判定の普及啓発

防災・減災対策を進
める体制づくり

県土整備部 建築基準法施行費 建築物耐震対策促進事業費 51,243 51,243

地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、以下の建
築物に対する補助を行う。・耐震診断が義務付けられた大規模
建築物等のうち、災害時に避難所として活用される建築物等に
対する耐震改修費。・耐震診断を義務付けた緊急輸送道路等の
沿道建築物に対する耐震診断費。

防災・減災対策を進
める体制づくり

県土整備部 開発管理費 宅地耐震化推進事業費 6,000 4,000

大地震時の被害が大きい大規模盛土造成地の滑動による住宅被
害を軽減するため、県内の大規模盛土造成地の変動予測調査を
実施し、その結果を公表することで、県民の崩落被害に関する
理解を深め危険箇所の対策工事につなげることにより、安全な
まちづくりを推進する。

防災・減災対策を進
める体制づくり

県土整備部 住まい安心支援事業費 待ったなし！耐震化プロジェクト 96,333 83,633

倒壊の可能性が高い昭和56年以前に着工された木造住宅等の所
有者が、耐震化を行い安全で安心な住まいやまちにするため
に、所有者に対して必要な情報の提供と、自らが行動すること
へのきっかけづくり（無料耐震診断）や直接的な支援（補強工
事補助等）を行う。

防災・減災対策を進
める体制づくり

県土整備部 河川調査費 県単公共事業 32,000 32,000

・治水対策や耐震対策を実施するため、河川法に基づき、河川
整備基本方針、河川整備計画の策定を行う。
・市町が行う避難情報の発信に資する水位情報を発信するため
の水防基準水位の設定を行う。
・河川改修計画の立案等に必要な各種調査を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 河川調査費 受託事業 30,000 0 他の自治体からの受託事業・水門の新設に伴う費用負担。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
市町村河川事業指導監
督費

市町村河川事業指導監督費 211 0 市町の国補河川事業に対する指導監督費
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 県単河川局部改良費 県単公共事業 355,000 27,000

・一級河川指定区間及び二級河川について、国庫補助事業の採
択基準に満たない局部的な改良工事を行う。
・豪雨による出水を安全に流下させるため河道掘削等により河
道断面の拡大を図る。
・市町が洪水ハザードマップを作成するために必要な浸水想定
区域図を作成するなど、水防情報提供事業を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 直轄河川事業負担金 直轄河川事業負担金 2,611,681 1,681
一級河川において国が直接施工する河川改修及びダム建設事業
に対する負担金

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 河川整備交付金事業費 公共事業 1,681,520 11,553

一級河川及び二級河川の改修事業により、洪水被害等を軽減す
るため、河道拡幅や横断構造物の改築等を行う。
南海トラフを震源とする地震の発生により、甚大な被害が懸念
されるため、耐震性能を備えた堤防の整備や河口部の水門・排
水機場及びダムの耐震化を図る。
河川管理施設の更新事業費の最小化を図るため、長寿命化計画
の策定、延命化措置及び改築を一体的に行う。
ダム本体、放流設備、貯水池等の大規模かつ緊急性の高い改良
を行うことにより、ダムの機能回復や向上を図る。
流域単位を原則として、包括的に水害・土砂災害対策の施設整
備等及び災害関連情報提供等のソフト対策を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 河川整備交付金事業費 受託事業 1,130,000 0
他の自治体からの受託事業・橋梁架け替え等に伴う費用負
担。・愛知県と共同管理する排水機場の長寿命化計画に基づく
延命化工事の実施

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 宮川堰堤管理費 宮川堰堤管理費 29,811 ▲ 7,315 宮川ダムの管理を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 宮川堰堤維持費 県単公共事業 50,783 17,948 ・宮川ダムの各種設備の維持を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 君ヶ野堰堤管理費 君ヶ野堰堤管理費 17,874 13,871 君ヶ野ダムの管理を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 君ヶ野堰堤維持費 県単公共事業 35,733 20,729 君ケ野ダムの各種設備の維持を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 滝川ダム管理費 滝川ダム管理費 4,061 4,013 滝川ダムの管理を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 滝川ダム維持費 県単公共事業 13,484 13,323 滝川ダムの各種設備の維持を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 ダム対策費 新丸山ダム建設負担金 6,500 6,500

都市化の進展に伴い治水利水事業等の早急な整備拡充を図るた
め、新丸山ダム建設が進められている。これら事業の円滑な実
施を図るためには調整業務が必要であり、これに要する経費で
ある。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 治水ダム建設事業費 公共事業 540,600 1,600
二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止と流水の正常な機能
の維持を目的として、鳥羽河内川に治水ダムの建設を促進す
る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 治水ダム建設事業費 受託事業 20,000 0
二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止と流水の正常な機能
の維持を目的として、鳥羽河内川に治水ダムを建設するための
工事用道路の調査設計、施工等を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 砂防調査費 砂防調査費 3,030 3,030
流域一環の砂防計画作成に要する調査及び翌年度国補申請に要
する調査・測量を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 県単通常砂防費 県単公共事業 357 0
国補事業の対象とならない小規模な施設の整備により、下流部
に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため護岸工、流路工
等を実施する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単急傾斜地崩壊対策
費

県単公共事業 170,000 0
国補事業の対象とならない小規模な急傾斜崩壊危険区域内の自
然がけに対し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止
施設の設置その他急傾斜地の崩壊を防止する工事を実施する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 直轄砂防事業負担金 直轄砂防事業負担金 95,660 1,660
国が直轄施行する砂防事業に対する負担金［施行区域］木津川
上流部（三重・奈良県内）揖斐川上流部（岐阜県内）［事業内
容］ダム工、流路工等

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単急傾斜地災害緊急
対策事業費

県単公共事業 50,000 0

急傾斜地崩壊対策事業により設置された施設が被災した場合
は、土木施設災害復旧で、また災害関連緊急事業の採択基準に
合ったものは補助事業として採択されるが、小規模な崖崩れ等
の場合に緊急な救済措置がないため、地域住民、人家及び公共
施設等に被害のあった小規模な崖崩れ箇所の緊急的な対策工事
を行い、急傾斜地危険箇所の整備を図り地域住民の安全を確保
する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 砂防整備交付金事業費 公共事業 2,934,797 463,166

・通常砂防事業土石流対策のための堰堤設置工事や渓流保全工
事を実施する。・急傾斜地崩壊対策事業急傾斜地崩壊危険区域
内の自然崖に対し擁壁工事や法面工事を実施する。・砂防等調
査事業土砂災害警戒区域等の指定にむけた基礎調査を実施す
る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 砂防整備交付金事業費 受託事業 30,000 0
・急傾斜地崩壊対策事業急傾斜地崩壊危険区域内の自然崖に対
し擁壁工事や法面工事を実施する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
井田海岸緊急保全事業
費

県単公共事業 70,000 6,000
侵食が激しい井田地区海岸を緊急に整備し、安全性の確保を図
る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 海岸高潮対策（海岸）費 公共事業 1,167,200 31,200

水管理・国土保全局所管の海岸において、津波、高潮、波浪そ
の他地盤の変動等による被害から未然に海岸を防護し、国土の
保全を図ることを目的とする。海岸保全施設の改良及び耐震補
強、人工リーフ等の整備を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 直轄港湾事業負担金 直轄港湾事業負担金 337,514 9,514 港湾局所管の海岸における国の直轄海岸事業に対する負担金。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 海岸侵食対策（港湾）費 公共事業 294,100 3,100
侵食による被害から海岸を防護するため、堤防工、養浜工等を
行う。

治山・治水・海岸保
全の推進



県土整備部 海岸高潮対策（港湾）費 公共事業 193,400 14,400

港湾局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変
動等による被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図るこ
とを目的とする。海岸保全施設の改良及び耐震補強等の整備を
行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単災害関連推進事業
費

県単公共事業 100,000 10,000
被災した施設の災害復旧及び改良復旧事業を行った箇所と一連
の箇所について、再度災害防止のための改良事業を行うととも
に、災害箇所に隣接する脆弱箇所の解消を図る工事を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 河川海岸管理事業費 河川海岸管理事業費 2,041 ▲ 408,334
・官民境界調査及び登記の整理
・水質事故対策
・家電リサイクル法に基づく不法投棄物の処理

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 河川台帳整備事業費 河川台帳整備事業費 6,463 ▲ 4,337
河川法上義務付けられている河川現況台帳を整備するものであ
る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 砂利等採取関係取締費 砂利等採取関係取締事務費 458 ▲ 2,032

砂利採取法、採石法に基づく業者登録、採取計画認可、資格取
得試験の実施、採取場指導監督を行う。
また、土の採取に伴う土砂の崩壊、流出等による災害防止と採
取跡地の整備を図ることにより、関係住民の安全の保持と環境
保全に資する。
その他、土砂災害特別警戒区域内の特定開発行為許可を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 海岸台帳整備費 海岸台帳整備費 1,600 ▲ 44,686
海岸法の規定による海岸保全区域台帳の整備を行うことによ
り、海岸管理業務を適切に遂行する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
海岸漂着物等処理推進
事業費

公共事業 20,000 4,500

【目的】公共土木施設管理者責任の遂行【内容】県管理の海岸
施設に漂着した海洋ごみ等の回収・処理を行い、施設の適正な
保全を図る。【効果】海岸施設の漂着ごみ等の回収・処理によ
り、良好な景観及び環境の保全に寄与するとともに利用者の安
全性・満足度の向上が図られる。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 管理費 建設副産物情報管理費 812 812

公共事業から発生する建設副産物（建設発生物、建設発生土）
の再利用を図るため、建設副産物の情報を一元的に管理するシ
ステムを利用し、建設副産物のリサイクルを推進する。建設物
等の解体・新築により発生する特定建設資材（コンクリート
塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材）につい
て、分別解体及び再資源化を促進させ、建設資源循環型社会の
推進を行う。

廃棄物総合対策の
推進

県土整備部 管理費 放置自動車撤去推進事業費 75 75

道路、河川、海岸、港湾、県営住宅など、県土整備部所管の県
有地又は県の管理する土地に放置されている放置自動車につい
て、三重県生活環境の保全に関する条例に基づき撤去を進め
る。（なお、一部、条例以外の他の手続きにより撤去する場合
も含む）

廃棄物総合対策の
推進

県土整備部
市町村下水道事業指導
監督費

市町村下水道事業指導監督事務費 14,763 0
市町が実施する公共下水道、都市下水路事業の指導監督（国補
事業の交付申請等の審査、額の確定、その他補助金の交付に関
する事務）に要する経費

大気・水環境の保
全

県土整備部 下水道事業諸費 三重県下水道公社出捐金 2,000 2,000

中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）供用開始に伴い、中勢
沿岸流域関連市町と三重県が公益財団法人三重県下水道公社に
出捐し、流域下水道事業における県と市町村の一体化を図ると
ともに、三重県下水道公社の財政基盤を強化することにより、
志登茂川浄化センターの適切な運営・維持管理を行い、住民の
健全で快適な生活環境の向上と公共用水域の水質を保全しま
す。

大気・水環境の保
全

県土整備部 流域下水道事業費 流域下水道事業特別会計繰出金 2,077,053 2,077,053
流域下水道事業特別会計への維持管理費用、建設費用、公債費
用への繰出金。

大気・水環境の保
全

県土整備部
流域下水道事業計画策
定費

流域別下水道整備総合計画策定費 20,000 10,000

・下水道法第２条の２に基づき、下水道整備に関する総合的な
基本計画である流域別下水道整備総合計画を策定することを目
的とする。・流域別下水道整備総合計画は、河川、海域等の公
共用水域の水質環境基準を達成維持するため、当該流域におけ
る個別の下水道事業計画の上位計画となるものである。・現在
の流域別下水道整備総合計画は、平成17年度時点で策定されて
おり、平成27年度に計画策定から10年目の中間年次を迎えるこ
とから、見直しに着手するものである。

大気・水環境の保
全

県土整備部 下水道事業諸費 同和地区公共下水道事業助成金 30,486 30,486

遅れている同和地区の下水道整備の促進を図るために、国の財
政上の特別措置が講じられない事業に対して助成を行う必要が
ある。平成９年度から平成１３年度内の実施事業に係る地方債
の元利償還額に対し、市町村の負担額が国の特別措置と同等に
なるように助成する。

人権が尊重される
社会づくり

県土整備部 住環境整備事業費 住環境整備事業費補助金 19,200 6,400 市町が実施する住環境整備事業に対し、補助を行う。
人権が尊重される
社会づくり

県土整備部 住まい安心支援事業費
移住促進のための空き家リノベー
ション支援事業

9,000 4,500

良好な居住環境を創出し、県外からの移住を促進するため、既
存住宅活用の観点から空き家等のリノベーションを推進してい
く。県外から移住を行う者等（ＵＩターン、二地域居住等）
が、県内に存在する空き家住宅・空き建築物を、住宅（店舗併
用住宅等を含む）として使用するために必要となる改修費用等
について助成を行う市町に対し支援する。（ただし、耐震性が
不足している場合は、耐震性を確保することを条件とする。）

移住の促進

雇用経済部 四日市港関係諸費 四日市港振興事業費 1,612,523 1,612,523
四日市港の振興と物流を強化するため、四日市港管理組合が行
う国内外の企業に対するポートセールスや臨港道路の整備・護
岸の改修等を支援します。

戦略的な企業誘致
の推進と県内再投
資の促進

県土整備部 道路調査費 道路調査費 17,000 17,000 道路事業の整備計画策定のため、測量・設計等を実施する。
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 国補道路交通調査費 国補道路交通調査費 49,800 33,200 幹線道路網の整備計画策定のため、調査・設計等を実施する。
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
高規格幹線道路建設促
進費

高規格幹線道路等用地取得対策費 27,262 0
高規格幹線道路の建設に伴う用地交渉等を行うことによって、
事業の整備促進を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
高速道路関連施設整備
対策事業費

県単公共事業 217,000 18,000
高速道路に関連して新たな整備が必要な砂防施設等の整備を、
高速道路の供用に合わせ一体的に実施し、円滑な高速道路事業
の推進を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 直轄道路事業負担金 直轄道路事業負担金 10,483,000 43,000
三重県内で執行される国の直轄道路事業について、道路法等の
規定に基づき、その費用の一部を負担する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
市町村道路事業指導監
督費

市町村道路事業指導監督事務費 5,863 0
市町が実施する国庫補助事業の補助申請から額の確定に至るま
での、国から委任を受けた事務

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 国補道路改築費 公共事業 5,085,577 1,577
県管理道路の道路及び橋梁の改築を行い、幹線道路網の整備を
行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 県単道路改築費 県単公共事業 92,000 23,000

道路に対する様々な地域課題に対応するため、未改良区間の改
良、混雑区間の解消を行うことにより、効率的な道路ネット
ワークを形成し、県民生活の利便性向上、防災機能を備えた安
全な交通を確保する。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 県単道路改築費 受託事業 122,150 0
県管理道路の整備に伴う他団体（国、県、市町）からの受託事
業

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 道路整備交付金事業費
公共事業（社会資本整備総合交付
金事業）

2,704,298 4,549

地域の道路ネットワークを形成する県管理道路の整備により、
県民生活の利便性等の向上、防災機能を備えた安全な交通を確
保する。
また、高規格幹線道路等と一体となった県管理道路の整備によ
り、県民の皆さんの生活や地域の経済活動を支え、人と人、地
域と地域が力強く結ばれ、県内外との交流・連携を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 道路整備交付金事業費
公共事業（社会資本整備総合交付
金（広域連携）事業）

233,271 1,885

世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」を中心とした紀伊地域の
活性化を支援する県管理道路の整備を図る。また、三重県、滋
賀県における観光入込客数を増加させる広域的な観光活性化を
支援する県管理道路の整備を図る。

道路網・港湾整備
の推進



県土整備部 道路整備交付金事業費 公共事業（防災・安全交付金事業） 3,032,043 9,146

地域の道路ネットワークを形成する県管理道路の整備により、
県民生活の利便性等の向上、防災機能を備えた安全な交通を確
保する。
また、大雨や地震など災害に強く、信頼性の高い県管理道路
（橋梁耐震対策も含む。）の整備により、大規模災害時の地域
孤立を防ぎ、救助救援、緊急物資輸送手段の確保、生活復興の
基盤となる「命の道」の整備を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
地方道路整備（改築）事
業費

県単公共事業 2,499,800 13,800

道路に対する様々な地域課題に応え、未改良等区間の改良を行
う。地域の道路ネットワークを形成する県管理道路の整備によ
り、県民生活の利便性等の向上、防災機能を備えた安全な交通
を確保する。
また、大雨や地震など災害に強く、信頼性の高い県管理道路
（橋梁耐震対策も含む。）の整備により、大規模災害時の地域
孤立を防ぎ、救助救援、緊急物資輸送手段の確保、生活復興の
基盤となる「命の道」の整備を図る。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 港湾審議会費 港湾審議会費 192 192 港湾審議会開催に要する経費
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 国補港湾改修費 公共事業 282,400 3,100
重要港湾、地方港湾の水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港
交通施設の建設改良を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 県単港湾改修費 県単公共事業 14,000 1,000
重要港湾、地方港湾の水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港
交通施設の建設改良、施設の長寿命化対策を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 港湾整備事業費 港湾整備事業特別会計繰出金 87,219 87,219 港湾整備事業特別会計にかかる公債費用への繰出金
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
公共土木施設維持管理
費

県単公共事業 6,733,000 1,277,000

【目的】公共土木施設管理者責任の遂行
【内容】県管理の各種公共土木施設（河川・砂防・港湾・海
岸・道路）の維持管理に係る諸費用→施設のパトロールや老朽
化に伴う修繕等、施設を健全な状態に保つための費用（義務的
経費）
【効果】供用中の各種公共土木施設を常時良好な状態に保つこ
とにより、県民の日常生活の安定に寄与し、満足度の維持向上
が図られる。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
公共土木施設維持管理
費

受託事業 35,000 0 ・県管理の河川堤防と兼用している市道の除草業務等
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 道路台帳整備費 道路台帳整備費 7,360 ▲ 2,140
道路管理事務等の円滑な遂行及び地方交付税の基礎資料となる
ため、道路台帳を整備する費用

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 道路施設管理費 道路施設管理費 100,853 92,360

・道路照明灯等の維持管理費用
・道路モニターによる情報の収集及び通行規制等に係る費用
・道路賠償責任保険等への加入費用
・ＰＣＢ廃棄物処理（平成２９年度～３２年度）

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
県単道路交通安全対策
費

県単公共事業 363,800 29,800

交通安全施設の整備を行い交通事故の防止と交通の円滑化を図
る。
（一種事業）交差点改良、歩道の設置等
（二種事業）道路標識等、交通安全施設の設置

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 土木施設パトロール費 土木施設パトロール事務費 16,031 15,970

・土木施設パトロール員に必要な被服等の消耗品費
・再任用職員にかかる雇用保険料事業主負担分
・公共土木施設維持管理業務嘱託員に係る報酬及び社会保険料
等

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 県単災害防除施設費 県単公共事業 466,000 35,000 切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。
道路網・港湾整備
の推進

県土整備部
石油貯蔵施設立地対策
等交付金事業費

公共事業 20,000 0
石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道路）の舗装部分の補修を
行い、被災時における円滑な消防活動を行うための道路の整備
を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 道路維持交付金事業費 公共事業（防災・安全交付金事業） 3,389,937 47,713

・社会資本整備重点計画を補完し交通の円滑化を図る。
・切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。
・橋梁の耐震及び修繕事業を行う。
・道路管理上、補修が必要な箇所の舗装整備を行う。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 港湾管理費 港湾管理費 26,764 ▲ 38,223

【目的及び効果】
 港湾海岸施設の維持管理経費
【内容】
 ・各港の港湾施設の照明灯電気料金、修繕料等
 ・ＳＯＬＡＳ条約に伴う港湾施設内での不法行為の防止

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 港湾統計調査費 港湾統計調査事務費 1,935 32
港湾の利用状況を明らかにし、港湾の開発利用及び管理に資す
ることを目的とする。

道路網・港湾整備
の推進

県土整備部 都市計画審議会費 都市計画審議会費 1,940 1,940
三重県都市計画審議会開催に要する経費・本審議会４回開催・
小委員会２回開催

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
市町村都市計画事業指
導監督費

市町村都市計画事業指導監督事務
費

3,742 0 市町村都市計画事業の指導監督事務に要する経費
安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
基本都市計画策定事業
費

総合都市交通体系調査費 24,487 16,457
総合都市交通計画を検討するため、都市計画法第６条基礎調査
の一環として総合都市交通体系調査調査を実施する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 都市計画策定事業費 都市計画策定事業費 72,606 72,606

人口減少・超高齢社会、地震・津波等大規模災害に対応したま
ちづくりの形成に向け、その基本的な考え方（三重県都市計画
基本方針）を踏まえ、都市計画区域マスタープランの作成に着
手するとともに、市町が取り組んでいる立地適正化計画（平成
２６年改正都市再生特別措置法）策定に対する支援を行い、長
期的な視点に立ち、安全で快適な都市づくりを計画的に目指
す。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
復興都市計画清算事業
費

都市計画土地区画整理事業清算基
金積立金

211 0
三重県都市計画土地区画整理事業清算基金の基本運用利子の積
立

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
土地区画整理交付金事
業費

土地区画整理事業費 55,014 1,334
土地区画整理事業において、事業地内の都市計画道路を整備す
ることにより、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の
向上、又は快適な生活環境の確保を図る。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 県単街路事業費 受託事業 43,600 0 街路事業の施行に伴う、電線・水道管等の設置に係る受託事業
安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 国補街路事業費 公共事業 214,875 1,375

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特
性に即して、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向
上又は快適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において
一体的に行う事業。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 無電柱化推進事業費 公共事業 232,166 5,500

電線類の地中化を図るとともに、道路の地下空間を活用して、
光ファイバーや電力線などをまとめて収容するものであり、安
全で快適な通行空間の確保、都市景観の向上、都市災害の防止
などを図る。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 街路整備交付金事業費 公共事業 464,788 3,250

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特
性に即して、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向
上又は快適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において
一体的に行う事業。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
地方道路整備（街路）事
業費

県単公共事業 9,000 1,500
緊急課題に対応し早急に整備する必要があり、かつ補助事業と
一体的に整備することが効果的な道路で、概ね２～３年以内で
事業効果が発現できるもの。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 街路調査費 県単公共事業 6,000 6,000
街路事業の立上げにあたり、測量、調査、設計を行い、計画決
定変更の有無、事業認可図書の作成及び住民への計画発表等を
完了し、円滑な事業実施を図る。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 国補公園事業費 公共事業 21,260 1,260
都市公園事業補助事業計画に基づき県営公園を整備し、県民に
スポーツと憩いの場を提供する。北勢中央公園の整備を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 県単公園維持管理費 県単公共事業 256,014 252,942
県営公園の開園区域を中心に、安全で快適に利用できるように
維持管理を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
都市公園等一体整備促
進事業費

県単公共事業 106,500 7,500
県営公園を整備することにより、県民にスポーツや憩いの場を
提供する

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 直轄公園事業負担金 直轄公園事業負担金 74,559 2,559
国営公園木曽三川公園において、都市公園法に基づきその設置
費用の一部を負担し、愛知、岐阜、三重、三県の住民にスポー
ツ・レクレーションの場を提供する。

安全で快適な住ま
いまちづくり



県土整備部
都市公園安全対策事業
費

公共事業 31,500 2,500

県営都市公園施設の長寿命化計画に基づき計画的な施設の修
繕・更新を行うことにより、県民に安全で安心して利用できる
公園とすることを目的とする。県営都市公園施設の修繕・更新
を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
美しい景観づくり推進事
業費

みえの景観づくり推進事業費 4,269 ▲ 38,105

三重県の良好な景観を形成するため、三重県景観計画等に基づ
く届出制度等を円滑に運用するとともに、市町による主体的な
景観づくりを促進するため、市町への派遣等の支援を行う。ま
た、良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害の防止
のため、屋外広告物の設置について、必要な規制等を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
まちづくり協働支援事業
費

まちづくり協働支援事業費 305 305

道路整備や河川整備など、県が実施する社会資本整備におい
て、「社会資本整備における協働の指針」に基づき、事業の構
想、計画、実施、維持管理の各段階において、住民との情報共
有、対話等協働の取組を進める。そのため、社会資本整備にお
ける県民との協働にかかる研修を行い、職員の育成を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 建築基準法施行費 建築基準法施行事務費 13,221 ▲ 16,796

・建築基準法の施行に必要な経費。構造計算書偽装問題等への
対応に要する経費。・低炭素建築物新築等計画の認定及び建築
物エネルギー消費性能認定等に要する経費。・建築確認申請書
及び許可申請書の市町経由事務（窓口業務）に対する交付金。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 建築基準法施行費 指定道路図等作成調査事業費 4,957 0
建築基準法施行規則等の一部を改正する省令に基づき作成した
指定道路図等の保守管理業務を委託する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 建築士法施行費 建築士法施行事務費 357 357
建築士法の適正な施行に必要な建築士審査会の運営等にかかる
経費

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
宅地建物取引業法施行
費

宅地建物取引業法施行事務費 4,100 ▲ 16,946

１宅地建物取引業の免許業務
２宅地建物取引士の登録事務
３宅地建物取引業に係る苦情処理
４不動産関係機関連絡会議
５宅地建物取引にかかる注意事項の啓発

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 開発管理費 開発管理事務費 1,347 ▲ 20,353

都市計画法等の法令に基づく規制により、都市の計画的市街地
化を図り、また公共施設の整備された、かつ安全な宅地造成を
求め、一定水準を保った宅地供給によりまちづくりに寄与す
る。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 開発管理費 開発許可システム電算関係経費 1,272 0

三重県における民間開発計画を、健全な都市環境の整備と維持
及び安全な宅地供給を図る目的に整合させるため、開発許認可
事務を統合する電算システムを構築し、適正な管理を行うこと
で事務の効率化・省力化を進め、県民サービスの向上を図る。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 市町建築指導監督費 市町建築指導監督事務費 151 0
市町事業にかかる補助金等の交付事務に対して、市町へ指導等
を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 建物統計調査費 建物統計調査事務費 568 0 建築物の動態に関する基礎資料を国土交通省へ報告する。
安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 住宅金融支援機構費 住宅金融支援機構事務費 150 0

独立行政法人住宅金融支援機構から委託を受け、独立行政法人
住宅金融支援機構の融資を受けて建設した災害復興建築物又は
被災建築物について、建築基準法その他の建築関係法令に基づ
いているか審査を行う。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 公営住宅管理費 公営住宅管理事務費 636,234 ▲ 83,878
公営住宅法等の規定により、県が建設した県営住宅及び共同施
設の維持管理に必要な経費

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
市町住宅事業指導監督
費

市町住宅事業指導監督事務費 2,500 0
公営住宅法等に基づく施行者（市町）に対する指導監督、報告
書の提出及び実地検査

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 住まい安心支援事業費 安心住まい支援事業費 680 ▲ 4,771

長期優良住宅建築等計画の認定に必要な経費耐震化やバリアフ
リー化など県民の住宅リフォームへの相談に対応するため、建
築士などによる相談体制を整備するとともに、耐震化を促進す
るため、その体制を活用し普及啓発を行う経費

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
被災者住宅復興資金貸
付金利子補給事業費

被災者住宅復興資金貸付金利子補
給事業費

107 107

平成２３年９月の台風１２号で県内に甚大な被害が発生した
ため、住宅の再建・補修に要する経費の一部を県が補助し、被
災者の生活安定に資することを目的とする。

独立行政法人住宅金融支援機構の「災害復興住宅融資」等の
借入金を対象に利子の３分の２に相当する額を補助する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部
三重県居住支援連絡会
事業費

三重県居住支援連絡協議会事業費 1,885 0
高齢者、障がい者、外国人、子育て世帯等、住宅の確保に特別
の配慮を要する者が民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう、居
住支援活動を行う経費

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 住生活総合調査費 住生活総合調査費 537 537

現「三重県住生活基本計画」（計画期間：平成２３年度～平成
３２年度）策定後５年が経過し、新たな課題等時代の変化や要
請がある。「三重県住生活基本計画」見直しを行い、本県の住
生活に関する施策の方向を定める。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 公営住宅建設費 公共事業 203,013 55,600

・既存県営住宅の外壁改修、屋上防水工事等を行うことによ
り、施設の長寿命化を図る。
・高齢者向け住戸への改修を行うことにより、安全で安心な住
環境の整備を図る。
・老朽化した県営住宅の解体工事を実施する。

安全で快適な住ま
いまちづくり

県土整備部 管理費 公共事業電子調達システム事業費 12,226 11,249
ＣＡＬＳ／ＥＣ実現のため、公共事業電子調達システムを運用
管理する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 公共工事進行管理システム事業費 199,477 3,670

CALS/EC実現のため電子調達、設計積算、統合DB、GIS、財務、
電子決裁などのシステムと連携可能な新公共工事進行管理シス
テムを維持運用管理する。また、保守期限を迎えた機器の更新
にともない、データ移行、新ＯＳ対応を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費
公共事業支援統合情報システム事
業費

4,112 2,692

公共事業支援統合情報システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）は公共事業
における情報の電子化（電子納品等）を進め、公共事業情報の
電子的な一括管理を行い、事業の効率化、簡素化及びコスト縮
減を目的とする取り組みである。公共事業情報統合データベー
スは、ＣＡＬＳ／ＥＣの中核に位置するシステムであり、平成
16～17年度に構築、平成24年度にシステム更新を行い、平成25
年度より5年間の継続運用を図る。ＣＡＤ、電子納品支援ソフ
トは電子納品の推進に不可欠なソフトウェアであり、平成25年
度以降も継続保守を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 公共工事設計積算システム事業費 27,864 0
・公共工事設計積算システム（4期、5期）の運用管理を行
う。・農林水産省関係工事の計算方法の改定に伴うシステム改
修を行う。・設計積算システムの安定稼働をはかる。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 設計単価等調査費 10,140 0
公共土木工事の予定価格算出に用いる労務単価、資材単価の実
勢価格調査を実施する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 管理事務費 723,692 716,082
・県土整備部内の共通経費
・県土整備部業務補助職員の賃金、社会保険料等
・政策開発経費

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 公共工事総合評価落札方式運用費 1,932 1,752

三重県公共工事等総合評価意見聴取会は、三重県及び県内の市
町等が発注する工事並びに調査・設計等業務を総合評価方式で
行おうとするとき、地方自治法施行令第１６７条の１０の２第
４項及び第５項に基づいて、学識経験者から意見を円滑かつ効
果的に聴取するための会である。この意見聴取会の運営等を行
う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 公共用地取得対策費 公共用地取得対策費 380,000 380,000 土地開発公社に対する各建設事務所の用地取得事業委託
公共事業推進の支
援

県土整備部 登記対策費 登記対策事務費 16,801 16,801
登記事務嘱託員の報酬
過年度に行った登記の訂正の測量登記事務
過年度用地買収業務にかかる法的処理の相談

公共事業推進の支
援



県土整備部 登記対策費 未登記対策推進事業費 4,167 4,167
過年度未登記土地解消のための調査、測量登記事務、研修
過年度未登記処理業務にかかる法的処理の相談

公共事業推進の支
援

県土整備部 公有財産管理費 公有財産管理事務費 1,927 ▲ 74,075
道路の新設改良、河川改修または海岸堤防の新設により発生し
た廃道・廃川・廃浜敷等の普通財産の管理・処分及び国土交通
省所管法定外財産の適正な管理

公共事業推進の支
援

県土整備部 公有財産管理費 公有財産管理関係事務費 86,427 86,132 目的財産の管理等にかかる管理嘱託員の人件費
公共事業推進の支
援

県土整備部 土地収用法事業認定費 土地収用法事業認定事務費 580 106
市町等が公共の利益となる事業に必要な土地を、土地収用法に
基づいて用地取得をするために行う事業認定申請（知事認定）
に対して、同法第２０条に基づく事業認定を行う

公共事業推進の支
援

県土整備部
公共事業用地先行取得
資金貸付金

公共事業用地先行取得資金貸付金 3,000,000 0 土地開発公社に対する各建設事務所の用地先行取得資金の貸付
公共事業推進の支
援

県土整備部
公共事業評価制度事業
費

公共事業評価制度事業費 1,211 1,195

公共事業の効率性と実施過程の透明性の向上を図るため、事
前・事中・事後の各評価システムによる一体的に機能した評価
サイクルとして公共事業評価制度を構築している。
１．事前評価 公共事業評価システムを適用し、次年度当初予
算編成時の優先度を決定している。
２．事中・事後評価 「三重県公共事業評価審査委員会」を設
置し、公共事業の再評価・事後評価を行うことで効率的な事業
の推進を図っている。

公共事業推進の支
援

県土整備部 建設業参入支援事業費 建設業参入支援事業費 21,501 0
「建設人材の育成・確保」・集合訓練及び雇用型訓練の実施・
求職者に対する情報発信等・高校生等を対象とした現場見学
会、インターンシップの実施

公共事業推進の支
援

県土整備部 建設業人材定着事業費 建設業人材定着事業費 8,250 8,250 「建設人材の育成」・研修受講に対する費用負担
公共事業推進の支
援

県土整備部 建設統計調査費 建設統計調査事務費 1,023 0 建設工事及び建設業の実態調査統計
公共事業推進の支
援

県土整備部 建設業指導監督費 建設業指導監督事務費 58,917 ▲ 108,781

・建設業法に基づく許可、経営事項審査事務
・三重県建設工事紛争審査会にかかる事務
・その他建設業法の施行にかかる事務
・浄化槽法に基づく工事業者の登録
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく解体
工事業者の登録
・公共工事の入札・契約の指導
・三重県建設産業活性化プラン

公共事業推進の支
援

県土整備部 営繕費 営繕事務費 1,678 1,678

営繕工事の設計単価等の管理や、技術・知識の向上研修を行
い、県有施設の各種営繕工事を効率的・効果的に実施するとと
もに、各県有施設管理者に対し的確な技術支援を行うことによ
り、県有施設の適正な維持管理に寄与する。また、ＩＳＯ９０
０１に基づく品質マネジメントシステムを自主運用することに
より、高品質で透明性の高い公共調達を実現する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 検査管理事務費 検査及び検査員研修事務費 110,647 110,647

・契約の適正な履行を確保するための通常業務としての工事検
査（地方自治法第234条の2①）
・新任検査員の資質向上を図るための研修会への参加等
・実地検査外部委託

公共事業推進の支
援

県土整備部 未登記処理対策事業費 未登記処理対策事業費 1,551 1,551
登記されていない県道用地（取得状況が判明しない道路敷地）
の測量、登記に係る事務費用。県道敷未登記に係る不動産時効
取得訴訟における弁護士費用

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 人件費 5,954,189 5,948,488 県土整備部職員の人件費 人件費

県土整備部 宮川堰堤管理費 人件費 73,397 26,643
・宮川ダムの維持管理
・上記にかかる県土整備部職員の人件費

人件費

県土整備部 君ヶ野堰堤管理費 人件費 69,934 54,269
・君ヶ野ダムの維持管理
・上記にかかる県土整備部職員の人件費

人件費

県土整備部 滝川ダム管理費 人件費 5,485 5,420
・滝川ダムの維持管理
・上記にかかる県土整備部職員の人件費

人件費

県土整備部 土木施設パトロール費 人件費 917,144 367,144
土木施設のパトロール、軽微な維持補修に係る県土整備部職員
の人件費

人件費

県土整備部 管理費 交際費 90 90
県土整備部長がその職務を遂行するうえで、必要とする慶弔
費、催事参加のための経費

その他


